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品証技術基準（第１８回新検査制度ＷＧ提示案）に基づくＣＡＰシステム全体像（案） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①状態報告（CR：ｺﾝﾃﾞｨｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①状態報告（CR） 

⑤パフォーマンス評価、監視及び測定 

CAP システムにおける品証技術基準の適用イメージ（第 46 条 改善の機会） 

①状態報告

（CR） 

⑤パフォーマンス評価、監視及び測定（モニタリング） 

CAP システムの骨格 

③処置の実施（１） 

是正処置管理 

ＣＡＰシステム全体像（案） 

第 49 条第 1 項 プロセスの監視測定 

・日常業務の気付き 

自ら問題を発見する姿勢を示すための取

り組みであることから、所員（協力会社員

含む）の積極的な参画が必要 

・気付き事項 

5 章 個別業務に関する計画の策定及び個

別業務の実施、4 章 資源の管理、3 章 経

営責任者の責任、2 章 品質マネジメント

システム、6 章 監視測定、分析、評価及び

改善 

＞巡視点検、保守点検、検査及び試験、 

設計・調達、文書・記録、安全文化、 

教育・訓練、ヒヤリハット 等 

・プロセスの結果 

49 条 プロセスの監視測定、50 条 検査試

験、52 条 データの分析、53.条 継続的改

善、55 条 未然防止処置 

・監査等の結果 

47、48 条 外部からの評価、指摘事項、  

監査 等 

・その他 

改善提案、マネジメントオブザベーション

（MO）、意見要望（協力会社含む）、労務、

労働安全 等 

第 51 条 不適合の管理 

・不適合情報 

＞是正処置にも直接インプットされる。 

②スクリーニング 

第 49 条第 3 項 プロセスの監視測定 

・ＣＲの情報整理 

 ＞分析のための分類の整理 

・運転部門による即時対応 

・ＣＲのＰＰ情報の確認 

・プレスクリーニング 

（問題の特定（事象に対するリスク想定を含む）） 

 ＞力量のある担当者（専門家）による分類 

 ＞不適合の判断（不適合として CR に入力 

されたものは、その判断の妥当性確認） 

＞CAQ、Non-CAQ を判断したうえで処置 

の実施（１）、（２）への割振りを判断 

 ＞上層部を含めた会議体による内容の決定及び確認 

 

②③重要度の決定、対応のフォロー等（会議体） 

第 49 条第 3 項 プロセスの監視測定 

       （スクリーニング） 

第 54 条 是正処置 

・上層部を含めた意思決定の会議体を設置 

＞主な活動 

・スクリーニング（プレスクリーニング 

結果の決定及び確認） 

・是正処置、未然防止処置の必要性 

・是正処置、未然防止処置のレベル 

・不適合、是正処置、未然防止処置の実施

状況のフォロー 

  ・CR 傾向分析結果 

④処置の実施（２）〔通常業務としての

マネジメント管理〕 

第 49 条第 3 項 プロセスの監視測定 

・既存の業務プロセスによる対応 

⑤パフォーマンス評価、監視及び測定 

 

●スクリーニングを有効的に行うには… 

・CR を提出し易くし、気付き事項を増やす 

＞CR として発見者が帳票に入力する情報は必

要最小限とする。 

・パフォーマンスモニタリングの分析ための適切

な分類を工夫 

・情報量の増加に対応できる環境を整備 

（人的資源、ソフト、ハード） 

③処置の実施（１）〔是正処置管理〕 

第 54 条 是正処置 

第 55 条 未然防止処置 

・是正処置、未然防止処置 

 ＞重要度から是正が必要となるもの

を判断 

＞是正が必要な場合でも内容はグレ

ードに応じて決定 

（全ての事象に対してフルスペック

の是正処置を行うものではない。） 

＞不適合の可能性がある事象（重要度

高）を含む 

＞上層部を含めた会議体による内容

の決定及び確認 

④処置の実施（２） 

通常業務としての 

マネジメント管理 

②スクリーニング 

第 52 条第 2 項第 3 号 データの分析 

・傾向分析 

＞結果は CR としてインプット 

 

49 条第 1 項 プロセスの監視測定 

・CR に関する要素を追加 

51 条 不適合の管理  

・②で不適合と判断（実線矢印） 

・不適合として CR に入力 

（点線矢印） 基
本
モ
デ
ル 

②スクリーニング 

49 条 3 項 

プロセスの監視測定 

・適切に修正、是正 

するためのスクリ 

ーニングに関する 

プロセスを構築 

業務プロセス 

第 6 章 監視測定、分析、評価及

び改善 

第 5 章 個別業務に関する計画の 

策定及び個別業務の実施 

第 4 章 資源の管理 

 

第 3 章 経営責任者の責任 

その他（改善提案、MO、協力会

社の気付き、労務、労働安全 

等） 

第 2 章 品質マネジメントシステ

ム 

49 条第 4 項 プロセスの監視測定 

・所員への情報共有（第 46 条第 2 項 改善の機会） 

 ＞共有された情報を改善に活用 

  ・ＣＲ情報（処置結果含む） 

  ・ＣＲ傾向分析結果 

・情報を共有し改善に活用 

（46 条第 2 項 改善の機会） 

従来のＱＭＳに基づく業務

における気付き事項 

52 条第 2 項第 3 号 

 データの分析 

第 49 条第 4 項 プロセスの監視測定 

・データの分析までには至らないが情報として管理しておくもの 

CAQ Non-CAQ 

CAQ 

Non-

CAQ 

情報管理のみ ④処置の実施（２）〔通常業務としてのマネジメント管理〕 

49 条 3 項 プロセスの監視測定 

・既存の業務プロセス（7.5.1 業務の実施の管理）による対応 

・計画どおり結果が達成できない場合の修正（必要時の原因除

去を含む） 

・QMS によらない対応（一般的な業務対応） 

③処置の実施（１）〔是正処置管理〕 

54 条 是正処置、55 条 未然防止処置 

・発電所トップ層による重要度の決定 

・必ずフルスペックの是正処置を必要とするものではない。 

（判定した重要度に応じた処置を実施） 

・不適合未満で是正処置が必要な場合や予防処置を含めた未然

防止など、ＣＡＰシステムとしての是正処置の適用範囲、方

法を明確化 

49 条 3 項 プロセスの監視測定 

・計画どおり結果が達成できない場合の是正処置 

傾向

分析 

資料①－２ 
【中部電力株式会社】 

2020.3.19 

2019 年 3 月 20 日 
CAP に係る NRA 面談資料 
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前ページのフロー図は、過去の品管規則案をベースに作成されているため、2020 年 1 月 23 日公布版をベースに、条項・記載内容を更新。 

各プロセスにおける、当社の運用を定めた２次文書（通達）名を図示するとともに、具体的な条文を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①状態報告（CR） 

⑤パフォーマンス評価、監視及び測定 

CAP システムにおける品管規則の適用イメージ（1 月 23 日公布版を踏まえ、条項・記載内容を更新） 

47 条第 1 項 プロセスの監視測定 

・CR に関する要素を追加 

49 条 不適合の管理 

・②で不適合と判断（実線矢印） 

・不適合として CR に入力 

（点線矢印） 

②スクリーニング 

47 条 1 項 

プロセスの監視測定 

・適切に修正、是正 

するためのスクリ 

ーニングに関する 

プロセスを構築 

業務プロセス 

第 6 章 評価及び改善 

第 5 章 個別業務に関する計画の 

策定及び個別業務の実施 

第 4 章 資源の管理 

第 3 章 経営責任者の責任 

その他（改善提案、MO、協力会社

の気付き、労務、労働安全 等） 

第 2 章 品質マネジメントシステム 

47 条第 1 項 プロセスの監視測定 

・情報を共有し改善に活用 

（44 条第 2 項 監視測定の結果の利用） 

従来のＱＭＳに基づく業務

における気付き事項 

50 条第 2 項 

 データの分析 

CAQ 

Non-

CAQ 

情報管理のみ ④処置の実施（２）〔通常業務としてのマネジメント管理〕 

47 条 4 項、5 項 プロセスの監視測定 

・既存の業務プロセス（7.5.1 業務の実施の管理）による対応 

・計画どおり結果が達成できない場合の措置 

・QMS によらない対応（一般的な業務対応） 

③処置の実施（１）〔是正処置管理〕 

52 条 是正処置、53 条 未然防止処置 

・発電所トップ層による重要度の決定 

・必ずフルスペックの是正処置を必要とするものではない。 

（判定した重要度に応じた処置を実施） 

・不適合未満で是正処置が必要な場合や予防処置を含めた未然防

止など、ＣＡＰシステムとしての是正処置の適用範囲、方法を

明確化 

47 条第 5 項 プロセスの監視測定 

・計画どおり結果が達成できない場合の措置 

傾向

分析 

不適合等管理指針 

「Ａ(8.3)」参照 

不適合等管理指針 

「Ｂ(8.2.3)」参照 不適合等管理指針 

「Ｃ(8.2.3)」参照 

不適合等管理指針 

「Ｄ(8.5.2)、Ｄ(8.5.3)」参照 

不適合等管理指針 

業務計画策定・評価指針 

「Ｅ(8.2.3)」参照 

不適合等管理指針 

業務計画策定・評価指針 

「Ｆ(8.2.3)」参照 

不適合等管理指針 

「Ｇ(8.2.3)」参照 

業務計画策定・評価指針 

「Ｈ(8.4)」参照 
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ＣＡＰを受けた、保安規定の社内標準リストへの反映 

表３－１ 本品質マネジメントシステム計画の関連条項と一次文書・二次文書（品管規則が要求する“文書化された手順”である指針）との関係 

第３条 

の関連 

条 項 

一次文書 

二次文書 

文書名 管理部署 

4.2.3 

4.2.4  

原子力品質保証規程 品質保証計画書 文書管理指針 原子力部 

取引会社選定・契約指針 調達センター 

－ 原子力内部監査指針 経営考査室 

8.2.2 原子力品質保証規程 － 原子力内部監査指針 経営考査室 

8.3 

8.5.2 

8.5.3 

原子力品質保証規程 品質保証計画書 不適合等管理指針 原子力部 

取引会社選定・契約指針 調達センター 

－ 原子力内部監査指針 経営考査室 

 

表３－２ 本品質マネジメントシステム計画の関連条項と一次文書・二次文書（組織が必要と決定した指針）との関係 

第３条 

の関連 

条 項 

一次文書 

二次文書 

説明 
文書名 管理部署 

5.4.1 

5.4.2 

5.6 

7.1 

7.2 

8.2.1 

8.2.3 

8.4 

原子力品質保証規程 品質保証計画書 業務計画策定・評価指針 原子力部  

5.6 

8.4 

原子力品質保証規程 品質保証計画書 取引会社選定・契約指針 調達センター  

－ 原子力内部監査指針 経営考査室  

6.2 原子力品質保証規程 品質保証計画書 教育指針 原子力部  

取引会社選定・契約指針 調達センター  

－ 原子力内部監査指針 経営考査室  

6.1 

7.1 

7.5 

7.6 

8.2.4 

原子力品質保証規程 品質保証計画書 運転管理指針（運転） 発電所  

燃料・炉心管理指針 発電所  

放射性廃棄物管理指針 発電所  

放射線管理指針 発電所  

施設管理指針（運転） 発電所  

事故・故障，非常災害等対策指針 原子力部  

7.1 

7.5 

原子力品質保証規程 品質保証計画書 安全文化の醸成に関する指針 原子力部  

－ 原子力内部監査指針 経営考査室  

7.3 原子力品質保証規程 品質保証計画書 設計管理指針 原子力部  

7.4 原子力品質保証規程 品質保証計画書 調達管理指針 原子力部  

取引会社選定・契約指針 調達センター  

8.2.3 原子力品質保証規程 品質保証計画書 不適合等管理指針 原子力部 CAP の関連事項について、不適合等管理指針に記載したため、8.2.3 に当該二次文書を追記。 

－ 原子力内部監査指針 経営考査室  
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社内標準名 条文案（抜粋） CAP システムプロセスとの関連 

不適合等管理指針（案） ３ 定 義 

（１）不適合 

原子力施設と役務が、要求事項を満足しないこと。 

（２）起こり得る不適合 

他の施設において発生した不適合のうち浜岡原子力発電所において類似不適合が発生する可能性を有するもの、浜岡原子力発電所施設の点検の結果等に

より不適合が発生すると予想されるものの両者をいう。 

（３）不適合等 

不適合、不適合ではないが原子力の安全の品質に影響を及ぼす恐れのあるその他の状態および起こり得る不適合の総称 

（４）是正処置 

浜岡原子力発電所施設および役務で発生した不適合の再発防止、不適合ではないが原子力の安全の品質に影響を及ぼす恐れのあるその他の状態の発生防

止および浜岡原子力発電所施設で発見された起こり得る不適合に起因して不適合が発生することを防止するための処置をいう。 

 

4.1 自プラント不適合等の管理 

4.1.1 不適合等管理 

a 不適合等発生の連絡 

主管部署長は、不適合が発生した場合または不適合ではないが原子力の安全の品質に影響を及ぼす恐れのあるその他の状態を発見した場合、不適合または不適

合ではないが原子力の安全の品質に影響を及ぼす恐れのあるその他の状態が設備・役務に影響を与える範囲について検討し、必要であると判断した場合は影響を

受ける関係課・グループに連絡する。 

d 不適合等情報の共有およびＣＡＱへの該当有無、クラス、ヒューマンエラー事象の決定 

不適合等（技術的な進歩により得られる新知見も含む）を発見した部署の長または主管部署長は、起きたまたは起きる恐れのある不適合等の内容等について、

会合等で情報共有を図る。 

会合等では不適合等のＣＡＱへの該当有無、クラスについて適切であるか、また、ヒューマンエラー事象に該当するか否かを確認し、決定する。 

決定した不適合等は、既存のプロセスにて対応するもの、プロセスの監視・測定により対応するもの、または処理の実施を行う。 

e 処理の実施 

主管部署長は、次の一つまたはそれ以上の方法により処理する。 

(1) 検出された不適合または不適合ではないが原子力の安全の品質に影響を及ぼす恐れのあるその他の状態を除去するための処置をとる。 

(2) 主管部署長または発電指令課長は、「特別採用」によって、その使用、リリース、または合格と判定することを許可する。この際、原子力安全に影響を及ぼ

さないことを事前に評価し、また、「特別採用」した結果、当該不適合が原子力安全に影響を及ぼしていないことを確認する。 

(3) 本来の意図された使用または適用ができないような処置（廃棄を含む）をとる。 

(4) 外部への引渡し後または業務の実施後に不適合が検出された場合には、その不適合による影響または起こり得る影響に対して適切な処置をとる。 

4.1.2 是正処置 

不適合等の再発および発生を防止のため、遅滞なく原因を除去する処置をとる。是正処置は、検出された不適合等の原子力安全に与える影響に応じたものとす

る。 

「４．１．１不適合管理 ｄ 不適合等情報の共有およびクラス、ヒューマンエラー事象の決定」でヒューマンエラー事象に該当すると決定された不適合等

は、直接原因分析を実施し、人的要因の分類を明らかにしておく。また、ヒューマンエラー事象に該当すると決定された不適合等のうち、クラスＡの不適合、リ

スク影響度が高いＣＡＱ、および「ｆ データ収集・蓄積、分析および活用」において根本原因分析を実施するクラスＢ１の不適合については、上記に加え、時

系列の整理など詳細な直接原因分析を実施する。 

a 是正処置の必要性評価 

主管部署長または水平展開部署長は、是正処置の必要性を以下により評価する。 

 (1) 不適合等のレビューおよび分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ(8.3)、Ｂ(8.2.3) 

 

 

 

Ａ(8.3)、Ｂ(8.2.3)、 

Ｃ(8.2.3) 

 

 

Ｆ(8.2.3)、Ｇ(8.2.3) 

 

Ａ(8.3) 
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不適合等を分析する際には、以下の事項を含める。 

・情報を収集し、整理する。 

・技術的、人的および組織的側面等を考慮する。 

(2) 不適合等の原因の特定 

原因を明確にする際には、必要に応じて、業務プロセスについてのマネジメントや安全文化との関係を整理する。 

(3) 類似の不適合等の有無または当該不適合等が発生する可能性の明確化 

(4) 不適合等の再発防止および発生防止を確実にするための処置の必要性の評価 

b 是正処置の立案・承認 

主管部署長または水平展開部署長は、不適合等の再発防止および発生防止、または他の原子力施設や他部署での役務で同様な不適合が発生することを防止する

ため、不適合等が影響を与える原子力施設等の重要性に応じて是正処置実施の要否、程度を決定し、是正処置を立案後、発電所の場合は、安全品質保証部品質保

証グループ長の審査を受け、承認する。 

必要な場合には、マネジメントシステムの変更を行う。 

c 是正処置の実施 

主管部署長または水平展開部署長は、是正処置の承認後に処置を行う。 

d 是正処置の記録および報告・維持 

主管部署長または水平展開部署長は、是正処置の実施結果を記録し、発電所の場合は、安全品質保証部品質保証グループ長の審査後に承認し、必要な部署長に

報告し維持する。 

e 他部署への水平展開 

原子力部品質保証グループ長および安全品質保証部品質保証グループ長（発電所のクラスＡの不適合の場合は安全品質保証部長）は、主管部署以外への水平展

開検討の要否を決定し、水平展開部署長に検討を指示する。 

f 是正処置の有効性のレビュー 

原子力部品質保証グループ長、安全品質保証部品質保証グループ長（発電所のクラスＡの不適合の場合は、安全品質保証部品質保証グループ長および安全品質

保証部長）および原子力土建部設計管理グループ長は、それぞれの所掌範囲において上記ａ～ｄの有効性のレビューを実施する。 

g データ収集・蓄積、分析および活用 

原子力部品質保証グループ長および安全品質保証部品質保証グループ長は、【業務計画策定・評価指針】に基づき、不適合等データについて、監視測定項目の

設定、監視測定の実施、監視測定データの分析を行い、共通する原因を明確にし、適切な修正または是正処置等をとる。 

 

4.2 未然防止処置 

4.2.1 他の施設において発生した不適合情報の浜岡原子力発電所における管理 

他の施設において発生した不適合のうち浜岡原子力発電所において類似不適合が発生することを防止するための未然防止処置について以下に規定する。 

a 情報入手 

安全品質保証部品質保証グループ長は、他の施設において発生した不適合情報を入手する。入手する情報には、ＢＷＲ事業者協議会で取り扱う技術情報および

ニューシア登録情報ならびに東海発電所および新型転換炉原型炉施設の廃止措置に係る技術情報を含める。 

b 未然防止処置の立案 

ａで入手した情報について、主管部署長は、自らの原子力施設で発生した不適合の管理・是正および他の施設において発生した不適合の情報分析によって得ら

れた経験・知識に基づき、未然防止処置を立案する。これには以下を含む。（解説 4.2.1b-1） 

(1)他の施設において発生した不適合の内容確認 

(2)他の施設において発生した不適合の原因特定 

(3)他の施設において発生した不適合と同様の不適合の発生の可能性 

(4)浜岡原子力発電所における不適合の発生の防止を確実にするための処置の必要性の評価 

c 未然防止処置の決定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考：Ｈ(8.4)＞ 
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安全品質保証部品質保証グループ長は、未然防止処置の内容について、安全品質保証部長の承認を得る。 

なお、国内他原子力発電所において発生した不適合情報のうち、国への報告が必要となる情報に対する未然防止処置については発電所長の承認を得る。 

d 未然防止処置の実施 

主管部署長は、承認された未然防止処置の内容に従い処置を行い、未然防止処置完了後、安全品質保証部品質保証グループ長に報告する。 

e 未然防止処置の記録および報告・維持 

安全品質保証部品質保証グループ長は未然防止処置の内容を記録し、必要な部署に報告し維持する。 

f 未然防止処置の有効性のレビュー 

安全品質保証部品質保証グループ長は、上記ａ～ｅの実施状況の確認およびフォローをする。 

 

 

 

 

 

 

 

業務計画策定・評価指針

（案） 

4.4.2 プロセスの監視および測定 

原子力部長および原子力土建部長は、それぞれ【プロセスの監視および測定手引】および【業務計画策定・評価手引（原子力土木建築編）】にて、プロセスの監

視および測定の手順を定める。 

各Ｇ長・課長は、手引で定める手順に従い、所管するプロセスについて監視、および適用可能な場合は測定を実施する。監視または測定の方法はプロセスと、そ

のパフォーマンスおよび有効性を評価できるものとする。また、監視および測定の方法には、原子力施設が原子力の安全の確保に与える重要性に応じて指標を用い

る。 

また、監視および測定の結果、計画どおりの結果が達成できない場合、またはできないおそれがある場合には、当該プロセスの問題を特定し、適切に、適宜、修

正および是正処置をとる。 

 

4.4.4 データの分析 

原子力部長および原子力土建部長は、それぞれ【プロセスの監視および測定手引】および【業務計画策定・評価手引（原子力土木建築編）】にてデータ分析の手

順を定める。 

a データの収集および分析 

プロセス総括者、各Ｇ長・課長は、手引で定める手順に従い、データを収集し、分析を行う。 

b 情報の提供 

プロセス総括者、各Ｇ長・課長は、手引で定める手順に従い、データの分析によって得られた情報を関連する各活動に提供するとともに、マネジメントレビュー

に提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

Ｅ(8.2.3) 、Ｆ(8.2.3) 

 

 

Ｈ(8.4) 

 

 

 

 

 

（参考） 

自プラント不適合等処置

手引（案） 

4.1.1 不適合等管理 

d 不適合等情報の共有およびＣＡＱへの該当有無、クラス、ヒューマンエラー事象の決定 

発電所で発生した不適合または情報共有が望ましい事象を発見した部署の長、発電指令課長または主管部署長は、【ＣＡＰシート】に必要な情報を記載し、ＣＡ

Ｐ事前会議にて報告する。 

ＣＡＰ事前会議にてＣＲ情報ごとに、ＣＡＱへの該当有無、不適合のクラスおよびヒューマンエラー事象の有無等を決定し、【ＣＡＰシート】へ反映した上で、

ＣＡＰＣｏがＣＡＰ会合にて報告する。 

ＣＡＰ事前会議およびＣＡＰ会合の具体的な運営内容は以下のとおり。 

(1)ＣＲ情報の登録 

要求事項を満たしていない状態の情報（不適合情報）やニアミス、前兆事象（不安全状態、不安全行為）などの些細な問題を確認した場合、当社社員、協力会

社社員が、ＣＲ情報を登録する。具体的な登録情報は以下のとおり。 

ア 不適合 

（略） 

 イ 不適合ではないが情報共有が望ましい事象 

・運転情報（不適合に該当しないもの） 

 

 

Ｂ(8.2.3) 
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・異常徴候になる前の段階の情報 

・主管部署へ作業を依頼する事象 

・ヒヤリハット事象 

・原子力検査官からの指摘、指導、助言 

・保全活動管理指標に関する情報 

・他プラントのトラブル反映や設計変更に係るメーカ ECS のうち、主管部署の長が情報共有すべきと判断した不適合の未然防止に繋がる情報 

・その他、不適合未満の軽微な情報 

・ＣＡＰ会合でフォローが必要と判断された上記事象の処理状況 

・データ分析からのアウトプット 

・組織内外から得られた新知見 

(2)ＣＡＰ事前会議の運営内容 

 ア 目的 

原子力安全に影響する問題の重要性と、プラントの運転や設備保全活動に与える潜在的影響を考慮し、効果的かつ効率的に処理するため、ＣＲ情報の仕分け

（ＣＡＱ分類、クラス分類（ヒューマンエラーの有無を含む））を行い、ＣＡＰ会合で議論すべき件名を選定する。 

エ 開催時期 

原則、休日以外の毎日開催する。 

 オ 会議の構成 

ＣＡＰＣｏを構成員とする。 

構成員は、決定事項についての同意・了承のプロセスに関与する。 

(3) ＣＡＰ会合の運営内容 

ア 目的 

原子力安全に対する重要性の高い問題について、不適合の未然防止または再発防止を図るため、CAP 会合で議論すべき件名について、是正検討、パフォーマ

ンスに関する事項の検討（議論・指示）を行うことを目的とする。 

エ 開催時期 

原則、休日以外の毎日開催する。 

 オ 会議の構成 

発電所長、安全品質保証部長、危機管理部長、発電部長、プラント運営部長、保修部長、土木建築部長、廃止措置部長、原子力研修センター所長、原子炉主

任技術者、廃止措置主任者、電気主任技術者、ボイラー・タービン主任技術者、ＣＡＰ会合で扱う事象の主管部署の長および是正処置主管部署の長、当日のＣ

ＡＰＣｏにより構成するものとする。 

構成員は、決定事項についての同意・了承のプロセスに関与する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


